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研究成果の概要（和文）： 
地域間廃棄物産業連関表は地域間の財・サービス、廃棄物の排出・投入、および環境負荷因子

の排出を把握することができる。本研究では、2000 年東京都地域間廃棄物産業連関表の推計を

通して、その推計方法を確立すると共に実証分析への応用を行った。特に、地域間廃棄物移動

モデルの構築により、廃棄物の広域移動における輸送手段の違いによりどのような影響が生じ

るかといった点を含めて評価する手段を開発した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The interregional waste-input output analysis is one of the effective methods to 
analyze goods and services, waste emissions and environmental loads between regions. 
We estimated the interregional waste input-output table for Tokyo of 2000, and 
established the general estimation method of the interregional WIO table. In 
particular, we developed the interregional waste transportation model to analyze the 
impact of the waste transportation between regions. By applying this model, we can 
estimate the impact of the choice of the transportation means. 
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１．研究開始当初の背景 
 廃棄物の問題は地域ごとの産業構造や廃
棄物処理構造に大きく依存する上、ある地域
で取られた政策が他の地域に大きな影響を
及ぼす場合も多い。しかし、そうした政策の

分析は、従来の地域内表や全国表をベースと
した廃棄物産業連関分析では十分に検討す
ることができなかった。研究開始時点では東
京都に関する 1995 年版地域間廃棄物産業連
関表(筑井 2008)が推計されていたが、東京都
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の特徴を十分に生かし切れておらず、推計方
法には改善の余地が大きかった。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究では地域間廃棄物産業連関表の一

般的な推計方法の確立を目指した。 
(2) 研究を進めるに従い、廃棄物の広域移動

の影響の重要性が浮かび上がった。そこ
で、地域間廃棄物産業連関分析モデルへ
の組み込みが可能な廃棄物広域移動モデ
ルの構築を行った。 

(3) これらの手法により実現された地域間廃
棄物産業連関表を実証分析に適用した。 

 
３．研究の方法 
(1)  東京都を対象として地域間廃棄物産業

連関表の推計を行った。推計の際には、
他の地域における地域間廃棄物産業連関
表の推計にも適用可能であるように、一
般的な推計方法の確立に努めた。 

(2)  推計に当たってはノン・サーベイ法を採
用し、できる限り既存の統計資料や公開
された情報を利用した。これはより一般
的な推計方法の確立のためである。 

(3)  開発した廃棄物広域移動モデルを組み
込んだ地域間廃棄物産業連関表推計プロ
グラムの開発を行った。 

 
４． 研究成果 

(1) 2000 年版東京都地域間廃棄物産業連関
表（東京都 WIO 表）の推計を行い、同
表のβ版を作成した。地域間廃棄物産業
連関表は表 1 に示すように複数の部分に
より構成され、推計も複数の段階を経て
行われる。まず、廃棄物産業連関表の構
成の概略を説明すると、産業部門の生産
活動に関連する部門、廃棄物処理部門の
活動に関連する部門、最終需要部門に分
けることができる。これらの部門はそれ
ぞれ財・サービス部門、廃棄物排出部門、
廃棄物投入部門、付加価値部門、環境負
荷因子部門に分けられる。 

表 1 東京都地域間廃棄物産業連関表の概要 

 

本研究で扱った 2地域間の地域間廃棄物
産業連関表の場合は、表 1に示したように、
これらの構成要素が対象地域とその他の
地域に分かれることとなる。 
地域間廃棄物産業連関表の第1段階では、

ベースとなる資料を探し、どの資料を重視
し、どの資料を勘案するか判断する。本研
究では、東京都が発表する地域間産業連関
表を財・サービス部門に関する基礎資料と
して採用した。東京都地域間廃棄物産業連
関表の特徴としては、4 点が挙げられる。
第 1 に地域間表である点である。都道府県
レベルの産業連関表では、地域間表はわず
かに数自治体によってしか作成されてい
ない。この資料を採用することにより、東
京都がその他の地域とどのような関わり
を持っているのか明確に捉えることがで
きる。第 2 に基本分類による統計が発表さ
れている点である。都道府県レベルの産業
連関表は 100 部門前後の中分類表として
発表されることが多く、基本分類での取引
額が得られている自治体は珍しい。廃棄物
産業連関表の廃棄物部門の推計は基本分
類による取引額から求められることが多
いので、基本分類による作表がなされてい
る方が望ましいのである。第 3 に、本社機
能が別に集計されている点である。東京都
には様々な企業の本社が設置されており、
これらの企業の多くはオフィス活動を行
っているため、生産活動における財・サー
ビスの投入産出とは全く違った経済構造
を持っている。第 4 に最終需要が細分化さ
れている点が挙げられる。都道府県レベル
の産業連関表では最終需要の部門数は 1部
門から 3 部門程度の場合が多く、これらが
自治体の家計における支出なのか、もしく
は他の地域の住人が通勤、買い物、観光目
的で流入して行った消費なのか、区別が難
しい。それに対して、東京都の最終需要部
門は 17 部門に分けられており、都民の消
費かその他地域住民の消費かが部門によ
り分類されている。こういった特徴を持つ
東京都地域間産業連関表を採用すること
により、後述のように、東京都における消
費活動が、その他地域にどのような影響を
与えるか、詳細な実証分析が可能となった。 
廃棄物部門の推計については産業部門

から排出される産業廃棄物については東
京都及び環境省の統計資料を利用して推
計した。事業系一般廃棄物については、羽
原らの研究（羽原、松藤、田中、2002）を
参照し、事業所の産業分類に応じて従業員
1 人当たりの廃棄物排出性状を事業所・企
業統計の従業員数と乗じ、各産業部門分類
別排出量及びリサイクル量の推計を行っ
た。最終需要部門については、同じく羽原
らの研究や、及川らの資料（及川、三森、



 

 

谷川、2000）を参考に、1 人当たりの家計
からの廃棄物排出量、リサイクル量を推計
した。 
廃棄物処理部門については、松藤らの作

成したいわゆる北大モデル（松藤 2005）
を採用し、市区町村別に推計した廃棄物処
理インベントリを地域ごとに集計して推
計を行った。ただ、このとき市区町村の定
義は行政的な区分ではなく、環境省の一般
廃棄物処理についての統計を参考に、実質
的に廃棄物処理を行っている地域単位を
１市区町村として定義している。つまり、
廃棄物処理組合を結成し、複数市区町村が
協力して廃棄物を処理している場合、これ
を１つの単位として扱っている。また、中
村らの全国版廃棄物産業連関表（近藤、高
瀬、中村、2002）では、一般廃棄物と産業
廃棄物が同一施設で処理されるとの仮定
を置いたが、本研究ではこの 2 種類の処理
は別に行われるものとして仮定した。これ
は、北大モデルが本質的に市区町村レベル
の自治体の一般廃棄物処理を想定したモ
デルであるためで、一般廃棄物と産業廃棄
物が同一施設で処理されるとの仮定は必
ずしも適切ではないためである。但し、産
廃に関する廃棄物処理モデルの構築は困
難を極め、優れたモデルが少ないのが現状
である。そこで本研究では、将来的に産業
廃棄物についてモデルの改善を行うこと
を想定して、一般廃棄物と産業廃棄物ごと
の処理部門を構築して、廃棄物処理時の
財・サービス投入量、廃棄物排出量及び環
境負荷因子の推計を行った。また、後述す
るように、都道府県間の廃棄物の移動にも
注目し、広域移動におけるエネルギー消費
量、温暖化ガス排出量、硫黄酸化物排出量
についても推計を行った。 
環境負荷因子部門については、南斉らの

研究（南斉、森口、東野 2002）をもとに、
産業部門及び最終需要部門からの温暖化
ガス排出量を推計した。 
こうして作成された東京都地域間廃棄

物連関表は東京都とその他の地域の 2地域
間表であり、それぞれの地域に対して産業
部門 197 部門、廃棄物部門 96 部門、付加
価値部門 7部門、環境負荷因子部門 2部門、
廃棄物処理部門 20 部門、最終需要部門 17
部門から成り立っている。β版の公開は
2011年もしくは2012年内を予定している。 

(2) 地域間廃棄物産業連関分析モデルへの組
み込みが可能な廃棄物広域移動モデルの
構築を行った。このモデルは廃棄物の輸
送手段別の環境負荷因子の評価を、エネ
ルギー消費量、温暖化ガス排出量、硫黄
酸化物排出量を推計することができる。
輸送手段としては、トラック輸送、鉄道
輸送、船舶輸送、航空輸送の 4 手段につ

いての評価が可能であり、輸送手段の転
換であるモーダルシフトを想定した廃棄
物広域移動の影響を評価することができ
る。 
 本研究ではこのモデルの構築に際し、
47 都道府県間での廃棄物移動の際のエ
ネルギー消費量、温暖化ガス排出量、硫
黄酸化物排出量を推計し、その結果自動
車輸送より船舶輸送への転換により温
暖化ガスの排出が大幅に軽減されると
いう結果が得られた（筑井、2009 及び, 
筑井、中村、2010）。但し、船舶輸送は
硫黄酸化物の排出量が自動車輸送より
大きく、輸送手段として船舶輸送と自動
車輸送のどちらにシフトするかによっ
て、温暖化ガス排出と硫黄酸化物排出の
どちらを削減するかというトレードオ
フの問題が生じることが明らかになっ
た。 

(3) 東京都 WIO 表の推計と輸送手段を考慮
した廃棄物広域移動モデルを通して、地
域間廃棄物産業連関表の推計方法を確立
し、その研究成果の発表を行った（筑井、
中村、2010）。 

(4) 研究分担者・連携研究者の研究グループ
と協力して、本研究では確立された地域
間廃棄物産業連関分析の推計方法を京都
府に適用し、他地域においても推計方法
が適用可能であることを示した。推計作
業自体は共同研究者のグループが担当し
た。京都府はベースとなる産業連関表が
地域内表であったため作表されたのは地
域内廃棄物産業連関表であったが、廃棄
物部門、廃棄物処理部門については推計
方法の有効性が確認できた。 
 また、この研究に関連して共同研究者
が中心となり、京都府 WIO 表を用いて
太陽光発電の実証分析も行った。 

(5) 作表された表を応用して実証分析を行っ
た。東京都 WIO 表を用いて東京都民の
消費が東京都とその他の地域に及ぼす影
響について評価した。図 1 及び図 2 にそ
れぞれに示したのが、東京都民の消費活
動によって誘発された温暖化ガス排出量、
最終処分場消費量である。但し、「1. 第 1
次産業」、「2. 第 2 次産業 」、「3.エネル
ギー・上下水道 」、「4.商業」、「5. 運輸・
通信・放送」、「6.公務・サービス」、「7.
本社部門」、「8. 廃棄物処理部門」を示す。
これらの結果より、東京都民の消費がそ
の他地域に与える影響は温暖化排出ガス
においてはほぼ同程度、最終処分量消費
量については 2.5 倍程度の負担をかけて
いることがわかる。一方、図３に示す経
済効果としては、東京都民の消費がその
他地域に与える影響の大きさは 55%程度
である。これらの結果をまとめると、東



 

 

京都で行われる消費活動は、その他の地
域においてデメリットがメリットを上回
る状況であることが明らかである。特に
廃棄物の最終処分において大きな負荷を
かけていることがわかった。 

 

 
図１ 都民消費により誘発された温暖化ガス排出量  

 

 

図２ 都民消費誘発最終処分場処理量 

 

 

図３ 都民消費による生産額誘発量 
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